
新

実績

第四次行財政改革

規

チャレンジプランに基

完

づき、行財政 第四次行

了

財政改革チャレンジプ

事

ラン３か年では、81

業

項

改革を実行。約2億

ゼ

6,000万円の収入

ロ

を確保し、約5,50

予

目中76項目で目標を

算

達成、あるいは目標に

事

近い成果を

0万円の支

業

出を削減することがで

担

きた。 挙げることがで

当

きた。30年度は、約

者

6億8,500万円の

全

収

公民館以外の公共施

体

設についても冷暖房費

計

徴収の例規 入を確保し

画

、約1億300万円の

経

支出を削減することが

費

で

改正を行い、29年

区

度12月に徴収を開始

分

した。 きた。

平成31

内

年度　実績 令和 2年

線

度　予定

「第四次行財

事

政改革チャレンジプラ

務

ン改訂版」２年計 「第

事

四次行財政改革チャレ

業

ンジプラン改訂版」に

名

基づ

画の１年目として

所

行政改革を実行。87

　

項目中67項目で き、

　

行財政改革を実行。

4

属

0%以上の達成率とな

施

った 計画期間が202

　

1年度からとなる次期

　

総合計画の策定に

あわ

策

せ、行財政改革計画に

会

ついてもその見直しを

計

検討

する。

予算
科目

科目
事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　実績 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　２年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 若林　久人

全体計画 平成31年度 ～ 令和 2年度 経費区分 経常的経費 内線 3115

事務事業名 4033 行政改革推進事業

所　　属 050100 総務部・総務課

施　　策 07024400 市民と共に歩む、信頼され活気ある組織・体制づくり

会計 01 一般会計
予算

科目 020101 総務費・総務管理費・一般管理費
科目

事業 080000 行政改革推進事業

事業目的 事業概要・効果 

・「最少の経費で最大の効果」があげられる、柔軟で 「4つの柱(共創の推進、人財育成、財政の健全化、公

効率的な行財政の推進 有財産の適正管理)」に沿って、職員や市民の皆さん

・世代間の公平性を踏まえた上で、将来世代に負債を の創意工夫により、30年度では約6億8,500万

内

円の収入

負わせない行

部

財政運営となるための

評

改善 を確保し、約1億

価

300万円の支出を削

【

減することができ

た。

二

公共施設等総合管理計

次

画　個別計画を全施設

】

分策定、

公開し、市民

1

の皆様と共有できた。

頁

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

令

績及び予定

平成27年

和

度　実績 平成28年度

　

　実績

約4億1,47

２

6万円の収入を確保し

年

、約1,882万円の

度

支出 第四次行財政改革

　

チャレンジプランに基

行

づき、行財政

を削減す

政

ることができた。改革

評

項目では、223項目

価

を 改革を実行。約2億

事

9,400万円の収入

業

を確保し、約3,20

別

全て達成できた。 0万

シ

円の支出を削減するこ

ー

とができた。

須坂市の

ト

公共施設の今後のあり

実

方方針を「公共施設等

計

公民館における冷暖房

対

費徴収の例規改正を行

象

い、29年

総合管理計

評

画」として作成した。

価

度7月の徴収開始予定

対

とした。

平成29年度

象

　実績 平成30年度　



平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費 157 873

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 157 873

正規職員 0.7 0.6
人員数

嘱託職員 0.4 0.6
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 5,085.5 4,359.0

人　員 嘱託職員 1,131.6 1,697.4

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 6,217.1 6,

内

056.4

市民一人当

部

たりの経費 0.1 0.

評

1

総額 6,374.1

価

6,929.4

（単位

【

：千円）

平成31年度

二

決算　事業費の内訳

主

次

な節 金額 内容

8節  

】

報償費 0

食糧費
11節

2

 需用費 1

13節 委

頁

託費 0

15節 工事請

指

負費 0

19節 負担金

 

補助及び交付金 0

行政

標

改革推進委員・指定管

 

理者審査会報酬 49

名

、旅費・普通旅費 1

算

7、無作
その他 156

　

為抽出による委員募集

　

通知郵便料 90

式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 第四次チャレンジプラン改訂版支出削減、収入確保目標額

算　　式 28年度から30年度までの3か年の実施計画財源不足額 単位 億円

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 4.3
目 標 値

実 績 12.5

指標選定 財政健全化に向け、支出を削減し収入を確保する取組みの可視化

の 理 由 実施計画財源不足額を行財政改革による支出削減、収入確保により補完する

最終年度 第四次行財政改革チャレンジプラン改訂版行動計画の各事業取組目標の積算額

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度



委

政内部の管理上の課題

託

解決に貢献しているか

費

・事業の目的が達成で

1

きるような事業内容に

4

なっているか

特定の部

節

署の取り組み成果に偏

 

っている面もあり、組

工

織全体かつ市民共創に

事

よる行財政改革の推進

請

としては、

改善の余地

負

は多くある。
評   

費

価

コメント

・成果を落

1

とさずにコストを削減

8

する方法はあるか

効 

節

率 性 ・効率性向上に

 

努めているか やや向上

負

・使用料などの受益者

担

負担や補助対象事業の

金

範囲など、財源確保の

補

余地はないか

「課等の

助

課題進ちょく管理」「

及

職員提案制度」の「5

び

S推進」など、前年度

交

と同じ事業推進が多い

付

ものの、実施

方法を毎

金

年見直ししながらより

そ

効率性を高めながら実

の

施している。
評   

他

価
 

コメント

振り返り

Ｃ

（決算年度の取組み課

Ｈ

題）

第五次総合計画及

Ｅ

び各部署の将来像を職

Ｃ

員一人ひとりが認識し

Ｋ

、将来像実現に向け、

個

「行財政改革第四次チ

別

ャレンジプラ

ン（改訂

評

版）」に掲げる共創の

価

推進、人財育成、財政

項

の健全化、公有財産の

目

適正管理を組織的に推

評

進するため、より効果

価

的・効率的な行財政運

観

営ができる体制づくり

点

に努めていく。

計画期

評

間が2021年度から

価

となる次期総合計画の

内

策定にあわせ、行財政

容

改革計画についてもそ

・

の見直しを検討する。

市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 2

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

食糧

令

費
10節 需用費 7

1

和

2節 委託費 0

14節

 

 工事請負費 0

18節

2

 負担金補助及び交付

年

金 0

行政改革推進委員

度

・指定管理者審査会報

当

酬 569、旅費・費

初

用弁償 187、旅
そ

予

の他 866
費・普通旅

算

費 20、無作為抽出

　

による委員募集通知郵

事

便料 90

ＣＨＥＣＫ

業

個別評価

項目 評価観点

費

評価内容

・市民の生命

の

・財産を守るため市が

内

実施することが必要不

訳

可欠な事業であるか

・

主

行政内部の管理運営上

な

必要な事業であるか

必

節

 要 性 ・市が主体と

金

なり実施すべき事業か

額

必要不可欠

・法的な根

内

拠や公的関与の妥当性

容

はあるか

・目的は結果

7

（施策の目指す理想）

節

に結びついているか

「

 

最少の経費で最大の効

 

果」をあげることので

報

きる柔軟で効率的な行

償

財政の推進、世代間の

費

公平性をふまえた

上で

1

、将来世代に負債を負

0

わせない行財政の推進

節

のために、行財政改革

 

は行政経営に必要不可

需

欠である。
評   価

用

コメント

・事業の成果

費

は上がっているか

・目

1

標に対する達成度は十

2

分か

有 効 性 ・市民

節

生活上の課題解決に貢

 

献しているか 普通

・行



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

自然災害や感染症対策など地方公共団体にこれまで以 自然災害や感染症対策など、未経験の課題に対

内

する役

上の役割が求め

部

られている。限られた

評

人材で最大限効 割が求

価

められている。平常時

【

だけでなく非常時の組

二

織

果的な業務執行が行

次

えるよう、平常時だけ

】

でなく非常 体制も確立

4

し職員に意識させるこ

頁

とが重要。思い切っ

時

Ａ

の組織体制も確立し職

Ｃ

員に意識させることが

Ｔ

求めら た事務事業の見

Ｉ

直しと組織改革が必要

Ｏ

である。

れている。

外

Ｎ

部評価

次年度以降の方

１

向性

外部評価コメント

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


